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国民健康保険税に係る制度改正について

報告第１号
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１ 令和６年度税制改正の概要

国民健康保険税（以下「保険税」という。）の課税の内容を含む「令和６年
度税制改正大綱」が令和５年１２月２２日に閣議決定され，今後，地方税法及

び地方税法施行令等の改正・施行が予定されている。

これに伴い，令和６年度以降の保険税の課税に係る軽減判定基準及び課税限

度額が変更となる。
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２ 税制改正の内容及び本市の対応
（１）軽減判定基準の改定

応益割（均等割・平等割）に係る低所得者の軽減のうち，５割軽減・２割軽減

の判定の際の所得基準を引き上げる。

〔軽減判定の所得基準額〕

７割軽減 変更なし 43万円 ＋ 10万円 ×（給与所得者等の数−１）

５割軽減
改正前 43万円 ＋ 29万円 ×（被保険者数＋特定同一世帯所属者数(※)）＋10万円×（給与所得者等の数−１）
改正後 43万円 ＋ 29.5万円 ×（被保険者数＋特定同一世帯所属者数(※)）＋10万円×（給与所得者等の数−１）

２割軽減
改正前 43万円 ＋ 53.5万円 ×（被保険者数＋特定同一世帯所属者数(※)）＋10万円×（給与所得者等の数−１）
改正後 43万円 ＋ 54.5万円 ×（被保険者数＋特定同一世帯所属者数(※)）＋10万円×（給与所得者等の数−１）

※特定同一世帯所属者数…国保から後期高齢者医療制度に移行した後も，継続して同一世帯に属する方の人数
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（参考）軽減判定のモデルケース
下記の条件の世帯を想定して軽減判定を実施
①夫婦２人世帯
②どちらも給与所得あり
③世帯総所得は１６０万円

所得基準額の計算式 所得基準額

７割
軽減

【計算式】
43万円＋ 10万円×（給与所得者等の数−１）

➡（上記世帯の場合）43万円＋10万円×(2人−1)＝53万円
53万円

５割
軽減

【計算式】
43万円＋ 29.5万円×（被保険者数＋特定同一世帯所属者数）＋10万円×（給与所得者等の数−１）

➡（上記世帯の場合）43万円＋29.5万円× 2人 ＋10万円×(2人−1)＝112万円
112万円

２割
軽減

【計算式】
43万円＋ 54.5万円×（被保険者数＋特定同一世帯所属者数）＋10万円×（給与所得者等の数−１）

➡（上記世帯の場合）43万円＋54.5万円× 2人 ＋10万円×(2人−1)＝162万円
162万円

⇒算出した所得基準額よりも世帯総所得が低い場合に軽減対象
⇒上記世帯の場合，世帯総所得(160万円) ＜ 2割軽減所得基準額(162万円) なので２割軽減に該当
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２ 税制改正の内容及び本市の対応
【改正のイメージ図】

【本市の対応】

地方税法施行令の改正後，令和６年３月末までに条例改正を行い，令和６年
度の保険税課税分から適用する予定
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２ 税制改正の内容及び本市の対応
（２）課税限度額の改定

保険税の課税の上限額となる課税限度額を年額１０４万円から１０６万円に

引き上げる。

【本市の対応】

令和６年度の本協議会において，令和７年度の課税限度額の引上げの有無に

ついて，ご協議いただく予定
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宮国保運協第 号  

令和６年２月 日  

 

宇都宮市長 佐 藤 栄 一 様  
 

宇都宮市国民健康保険運営協議会  

会 長 塚 田 典 功     

 

 

国民健康保険税の税率の見直し等について（答申）  
 

 

令和５年８月１０日付け宮保年第２０４１号により諮問の

ありました標記の件につきまして，本協議会を開催し，関係資

料に基づき慎重に協議した結果，結論を得ましたので答申いた

します。  

（案） 

協議第１号 
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答申に当たって 

 

 国民健康保険（以下「国保」という。）については，被保険者の高齢

化や医療技術の高度化などにより１人当たりの医療費が増加する傾向

にある一方，被保険者には国民健康保険税（以下「保険税」という。）

の負担能力の低い無職者や低所得者が多いことから財政基盤が脆弱で

あるという構造的な問題を抱えており，多くの市町村において厳しい

財政運営を余儀なくされている。 

 

このため，国においては都道府県単位での国保の安定的な財政運営

を確保するため，法改正により「保険税水準の統一」について，都道

府県の国保運営方針の必須記載事項とし，令和５年度には各都道府県

における取組を支援するため，「保険税水準統一加速化プラン」を策定

したところである。 

 

本県においては，法改正を受け「栃木県国民健康保険運営方針（第

３期）」を策定し，原則として「県内のどこに住んでも，同じ世帯構成，

同じ所得水準であれば，同じ保険税水準を目指していく」との「保険

税水準の統一」の考え方（定義）などを明記するとともに，令和１０

年度までに納付金の算定において，各市町の医療費指数を反映させな

い方法へ段階的に移行させた後，県内市町間における保険税の収納率

較差が一定程度まで縮小された時点から完全統一を実現していくこと

とした。 

 

こうした中，宇都宮市においては，国保事業の安定的な運営を図る

ため，「第２次宇都宮市国民健康保険経営改革プラン」に基づき，保険

税収納率の向上や医療費の適正化に向けて，各種施策・事業を計画的

かつ着実に進めてきたことにより，一般会計からの繰入金（財政安定

化支援事業分）は，年々削減が図られているところであるが，更なる

国保財政の健全化に向け，これまでの各種取組を継続強化し，より一

層の経営努力に取り組む必要があるとともに，持続可能な国保制度を

維持するために進められている「保険税水準の統一」に向け，今後，

県内市町間の収納率較差縮小が不可欠であることから，更なる収納率

の向上が必要である。 
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今般，本協議会では，保険税の税率の見直し等について市長から諮

問を受け，国保の財政健全化に向けた今後の取組，保険税の税率等の

見直しについて被保険者を取り巻く状況を勘案し，慎重に議論を重ね

てきたところであり，その意見を集約し，次のとおり答申する。 



 - 4 - 

 

１ 財政健全化策について  

国保財政の健全化に当たっては，保険者である宇都宮市自らが積

極的に経営努力を行い，財政健全化策をこれまで以上に推進するこ

とが肝要であることから，「第２次宇都宮市国民健康保険経営改革プ

ラン」に掲げた施策について，現状分析を十分に行いながら，引き

続き実効性のある取組を実施されたい。 

特に，保険税収納率の向上については，保険税負担の公平性を鑑

み，「ペイジー口座振替受付端末機」を活用した新規国保加入者等へ

の口座振替の加入勧奨を着実に実施するとともに，滞納者の状況把

握や納付資力に応じた早期の差押処分の実施など，より一層の収納

対策の強化に努められたい。 

また，医療費の適正化については，ＡＩを活用した特定健診の受

診勧奨や糖尿病性腎症重症化予防事業の受診勧奨を強化するととも

に，ジェネリック医薬品差額通知の送付や多受診・重複受診者への

適正受診の促進により，１人当たりの医療費の増加抑制に努められ

たい。 

 

２ 税率等の見直しについて 

 ⑴  税率と負担の在り方について 

持続可能な国保制度を維持するために進められている「保険税水

準の統一」の円滑な実現に向け，県内市町間の収納率較差縮小が不

可欠であるため，まずは本市収納率の更なる向上を図ること，また，

国などによる経済対策の動きはあるものの，昨年度から続く物価の

上昇により，被保険者に更なる負担を求め得る状況にないことから，

令和６年度の保険税の税率については現行どおりとする。 

なお，保険者の責めに帰さない要因による財政負担に対しては，

一般会計からの繰入（財政安定化支援事業分）を令和６年度におい

ても実施することが適当である。  
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⑵ 課税限度額について 

地方税法施行令（以下「政令」という。）に定める課税限度額に

ついては，令和５年３月に，後期高齢者支援金分が２０万円から 

２２万円に改正されたところであり，国は今後も，課税限度額を段

階的に引き上げる方針を示している。 

課税限度額を超える高所得世帯については，中所得世帯に比べ所

得に対する保険税負担の割合が低く抑えられていることから，保険

税負担の公平性の観点や国の動向を踏まえると，令和６年度は課税

限度額を引き上げることが適当である。 

なお，令和６年度税制改正において，課税限度額の引上げが予定

されていることから，政令が改正された場合は，令和７年度の課税

限度額について本協議会において検討することが適当である。 
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令和５年度宇都宮市国民健康保険運営協議会開催経過 

 

 

１  第１回運営協議会（令和５年８月１０日） 

⑴ 令和４年度国民健康保険特別会計の決算状況(見込み)について 

⑵ 令和５年度国民健康保険特別会計当初予算の概要について 

⑶  令和４年度国保アクションプランの主な取組実績と令和５年度

国保アクションプランの主な取組について 

⑷ 令和５年度国民健康保険税の課税状況について 

 

２  第２回運営協議会（令和５年１１月１６日） 

⑴ 県内保険税水準の統一について 

⑵ 産前産後保険税免除制度について 

 

３  第３回運営協議会（令和６年１月１１日） 

⑴ 国民健康保険税の税率等の見直しについて 

⑵ 国民健康保険税の課税限度額の見直しについて 

 

４  第４回運営協議会（令和６年２月１日） 

⑴ 国民健康保険税に係る制度改正について 

⑵ 答申書(案)について 
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